
SHIFTの知財戦略：M&Aによる「ノウハウ集
積」を核とした成長モデルの分析と将来展望 
 

エグゼクティブサマリ 
 

本レポートは、株式会社SHIFT（以下、SHIFT）の知的財産（IP）戦略について、公開されている一次
情報に基づき、網羅的かつ分析的に評価するものです。当社の知財戦略は、伝統的な製造業型の

特許ポートフォリオ構築とは一線を画す、独自のモデルを採用していることが明らかになりました。 

以下に、本分析から得られた主要な結論を要約します。 

●​ 「暗黙知」中心のIP戦略: SHIFTの知財戦略の核心は、特許や商標といった「形式知」ではなく、
M&A（企業の合併・買収）を通じて獲得・集積される「暗黙知（ノウハウ、方法論、顧客基盤）」、
すなわち「人的資本」にあります。 

●​ 最大のIPとしての「人的資本」: 2024年8月期の連結従業員数は10,266名¹に達しており、この1
万人規模の専門家集団が保有する経験と知見こそが、同社の競争優位の源泉であり、最大の

知的財産であると推察されます。 
●​ M&AによるIPポートフォリオの構築: 同社のIP戦略は、M&A戦略と不可分です。ALH株式会

社、株式会社ナディア、株式会社分析屋など²、ソフトウェア開発、クリエイティブ、データ分析と
いったバリューチェーン全体の専門家集団を買収し、「見えないIP」のポートフォリオを急速に拡
大しています。 

●​ 選択的かつ戦略的な特許活用: 保有特許件数は限定的³ですが、2015年に取得した基幹特許
（特許第5787404号）⁴は、同社の戦略を象徴しています。これは「蓄積された検証データから不
具合発生確率をスコアリングする」⁵技術であり、属人的な「暗黙知」をスケーラブルな「形式知」
に転換する中核エンジンです。 

●​ 「CAT」への具現化: この特許技術は、同社独自のソフトウェアテスト支援ツール「CAT（
Computer Aided Test）」⁵の基盤となり、内部の生産性向上と外部へのサービス提供（クラウド
サービス）⁶の両面で価値を生み出しています。 

●​ 「不在」に見るガバナンスの焦点: 有価証券報告書（2024年8月期）の（提供されたスニペットで
確認できる）範囲では、「事業等のリスク」項目におけるIP侵害等の詳細な記述⁷や、ガバナンス
体制図におけるIP専門部署の明示⁸が確認できませんでした。 

●​ 「人材」中心のリスク管理: この「（開示上の）不在」は、同社のIP管理の焦点が「特許侵害（法務
リスク）」ではなく、「M&A統合の失敗による人材流出（経営・人事リスク）」にあることを示唆して
いる可能性があります。 

●​ 競合との開示言語の差異: 競合の株式会社デジタルハーツホールディングスが、「ノウハウ」や
「専門家とのリレーション」をESG（環境・社会・ガバナンス）の文脈で「知的財産」として明示的に
開示⁹しているのに対し、SHIFTは「M&Aの成果（財務数値）」¹として開示する傾向があり、開示
言語に戦略的な差異が見られます。 



●​ AI-IPへの戦略的移行: 株式会社アラヤとの共同R&D（2024年）¹⁰や、Preferred Networks社を
招いた技術イベント（2025年）¹¹の開催は、単なる技術導入に留まりません。 

●​ 将来のIP形態: これらは、M&Aで集積した1万名超のテスターが生み出す「膨大なテストデータ
（暗黙知）」をAIモデルに学習させ、スケーラブルな「AI-IP」という新たな資産形態を構築する、
戦略的転換の兆候であると強く推察されます。 

●​ 今後の主要課題: 短期的にはM&Aで獲得した「人的IP」の流出防止、中期的には「ノウハウIP」
の陳腐化防止、そして長期的にはAIによる既存ビジネスモデルの破壊リスクの管理が挙げられ
ます。 

●​ 経営への示唆: 今後は、この「見えないIP」の価値をIR/ESGの文脈で「可視化」し、グループ全
体に分散した「データIP」をR&Dのために統合し、複雑化した「ブランドIP」を再編して事業シナ
ジーを最大化することが求められます。 

 

背景と基本方針：ソフトウェアテスト市場における知財の特性 
 

株式会社SHIFT（証券コード：3697）は、2005年9月の設立以来¹、ソフトウェアの品質保証およびテス
ト事業を中核として急成長を遂げてきました²。同社は「新しい価値の概念を追求し、誠実に世の中に
価値を提供する」³という企業理念と、「すべてのソフトウェアにMade in Japanの品質を」³という合言
葉を掲げ、日本のIT産業における品質の基準を引き上げることをミッションとしています。このSHIFT
の知財戦略を分析するにあたり、まず同社が事業を展開する「ソフトウェア品質保証（Quality 
Assurance, QA）」市場における「知的財産（IP）」の固有の特性を定義することが不可欠です。 

製造業、例えば製薬や精密機械の分野では、知的財産はしばしば「物質特許」「製法特許」「設計意

匠」といった、明確に定義され、法的に強力に保護される「形式知（Explicit Knowledge）」として現れ
ます。これらのIPは、企業のバランスシートに「特許権」として計上され、ライセンス収益の源泉となっ
たり、他社の参入を法的に阻止する強力な「防衛資産」として機能したりします。 

しかし、SHIFTが主戦場とするソフトウェアテスト・QAのドメインにおける競争優位の源泉は、その性
質が大きく異なります。この分野における真の「価値」は、以下の要素に宿ると考えられます。 

1.​ 方法論（メソドロジー）とプロセス: 効率的かつ網羅的に欠陥（バグ）を発見するための、体系化
されたテストプロセス、テスト設計技法、および品質管理の枠組み。 

2.​ ノウハウと経験知（暗黙知）: 個々のテストエンジニアやプロジェクトマネージャーが長年の経験
を通じて培った、「どのような設計にバグが潜みやすいか」「どの機能のテストにリソースを厚く

配分すべきか」といった直感や知見。これらは言語化やマニュアル化が困難な「暗黙知（Tacit 
Knowledge）」の典型です。 

3.​ 欠陥データベースと蓄積データ: 過去に実行した膨大なテストプロジェクトから得られた、「どの
ような条件下で」「どのような不具合が」「どれくらいの確率で」発生したかという実績データ。 

4.​ 人的資本（エキスパート）: 上記1〜3を保有し、実行し、さらに発展させることができる高度なス
キルを持つ専門家集団（人的資本）そのもの。 



これらの要素は、特許庁のデータベースに登録される「形式知」とは異なり、その多くが組織の文化

や個々の従業員の頭脳といった「見えない」形で存在する「暗黙知」です。したがって、本レポートに

おけるSHIFTの「知財戦略」の分析対象は、単なる特許や商標の保有件数の調査に留まりません。 

本レポートでは、SHIFTの「知財戦略」を、「競争優位の源泉となる『暗黙知』を、いかにして（1）獲得
し、（2）体系化・スケーラブル化し、（3）模倣から防衛し、（4）収益化するかという一連の経営活動」と
して、より広義に定義します。 

この定義に基づき分析を進めると、SHIFTは創業以来、根本的な「戦略的ジレンマ」に直面してきたと
推察されます。それは、QAサービスの「品質」が本質的にテスター個々の「属人性（暗黙知）」に深く
依存するという特性と、企業として急成長（2023年8月期 連結売上高 約869億円、2024年8月期 連
結売上高 約1,030億円¹）を続けるために不可欠な「スケーラビリティ（事業の拡張性・効率化）」の追
求という、相反する要求の両立です。 

高品質なテスト（属人性）を追求すればするほど、サービスは高コスト化し、スケールしにくくなりま

す。一方で、効率化（スケール）を追求すれば、マニュアル化・平準化が進み、個々のテスターが持

つ高度な「暗黙知」が失われ、品質が低下するリスクがあります。 

この「属人性（高品質） vs スケール（効率）」というジレンマこそが、SHIFTの経営戦略、ひいては知財
戦略の根幹を規定してきたと考えられます。同社がこのジレンマを克服するために採用してきた戦略

的アプローチは、歴史的に大きく二つあると見られます。 

第一のアプローチが、本レポートの第4章で詳述する、M&Aによる「暗黙知」の外部からの「獲得」で
す。高度なノウハウを持つ専門家集団を企業ごと買収することで、「属人性（高品質）」そのものを急

速にスケールさせる戦略です。 

第二のアプローチが、第3章で詳述する、「暗黙知」の内部での「形式知化」です。個々のテスターの
経験知をデータとして蓄積・分析し、アルゴリズム（形式知）に転換することで、組織全体の生産性と

品質を底上げする戦略です。この試みの象徴が、2015年に取得された基幹特許（特許第5787404
号）⁴と、それが具現化されたツール「CAT（Computer Aided Test）」⁶です。 

このように、SHIFTの知財戦略は、ソフトウェアテスト市場特有の「暗黙知」の性質と、同社が直面す
る「属人性とスケールのジレンマ」を背景として理解する必要があります。 

当章の参考資料 

1.​ https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100UVHV.pdf 
2.​ https://www.shiftinc.jp/news/news-1356/ 
3.​ https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100UVHV.pdf 
4.​ https://ipforce.jp/patent-jp-B9-5787404 
5.​ https://www.shiftinc.jp/news/news-1356/ 
6.​ https://www.shiftinc.jp/news/news-1356/ 
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全体像と組織体制：「形式知」と「暗黙知」の二層構造 
 

SHIFTの知的財産ポートフォリオの全体像は、その企業規模や事業の性質とは一見して不釣り合い
な、二層構造で特徴づけられます。表層的な「形式知」は極めて限定的である一方、水面下には膨

大な「暗黙知」が集積しており、同社の知財戦略を理解するには、この両層を分けて分析する必要が

あります。 

第一層：形式知（特許・商標）の保有状況 

SHIFTが公式に登録・保有する「形式知」としての知的財産（特許権、商標権など）は、同社の企業規
模（2024年8月期 連結売上高 約1,030億円、連結従業員数 10,266名¹）と比較して、極めて限定的
な水準に留まっています。 

●​ 特許: 経済産業省が提供する法人情報データベース「gBizINFO」によれば、株式会社SHIFT（法
人番号：8010401073462）の法人活動情報（特許情報）は合計70件であり、その内訳は「特許」
が20件、「商標」が50件（2024年11月22日時点）²とされています。 

●​ 知財情報ポータルサイト「IP Force」のデータ（2025年10月16日時点）によれば、SHIFTの2025
年における特許取得件数は4件（ランキング第2949位）、出願公開件数は10件（ランキング第
1748位）³⁴となっており、同業他社や他の大手テクノロジー企業と比較して、特許出願を経営戦
略の柱として積極的に推進しているとは言い難い状況です。この数値は、同社が「特許の量」で

競合を圧倒する戦略を採っていないことを明確に示しています。 
●​ 商標: 前述のgBizINFOによれば「商標」は50件²登録されています。これには、中核サービスで

ある「CAT（Computer Aided Test）」⁶の名称やロゴ、M&Aによってグループ化した多数の企業
群（例：株式会社ナディア、株式会社分析屋など⁷）のブランドを防衛・管理するためのものが含
まれると推察されます。これは、事業運営上必要な標準的なコーポレート活動（ブランド保護）の

範囲内であると考えられます。 

第二層：暗黙知（人的資本・ノウハウ）の集積 

SHIFTの知財戦略の核心、そして同社の企業価値の真の源泉は、この限定的な「形式知」の層の下
に存在する、第二層の「暗黙知」にあります。 

この「暗黙知」とは、前章で定義した通り、個々の従業員が持つ専門的知見、組織的に蓄積されたテ

ストノウハウ、そしてM&Aを通じて獲得した多様なドメイン（開発、デザイン、データ分析、特定業界コ
ンサルティングなど⁷）の専門性そのものです。 

この「見えないIP」の規模を最も端的に示す指標が、同社の連結従業員数です。2020年8月期の
2,958名から、2024年8月期には10,266名へと、わずか4年間で約3.5倍に急増しています¹。この成
長の大部分は、M&Aによる「暗黙知（＝人的資本）」の外部からの獲得によって達成されており、この
1万人を超える専門家集団こそが、SHIFTのバランスシートには直接計上されない、最大の知的財産
であると言えます。 



IPガバナンス体制の分析 

SHIFTが「暗黙知（人的資本）」をIP戦略の核に据えているという推察は、同社の公式なガバナンス体
制やリスク開示の状況を分析することによって、さらに裏付けられます。2024年8月期の有価証券報
告書¹を含むIR資料（のスニペット）を精査したところ、伝統的な「特許中心」の知財ガバナンスとは異
なる特徴が浮かび上がりました。 

●​ リスク開示の不在（または限定的な言及）: プライム市場上場企業（証券コード：3697）⁸の有価
証券報告書において、通常「事業等のリスク」の項目には、他社の特許権を侵害するリスクや、

自社の技術が模倣されるリスクといった「知的財産権」に関する詳細な記述が含まれます。しか

し、2024年8月期の有価証券報告書に関して提供されたスニペット（1）からは、「事業等のリス

ク」項目における知的財産権（他社特許の侵害、自社技術の模倣など）に関する具体的な記述

を抽出することができませんでした⁹。 
●​ 専門部署の不在（または限定的な言及）: 同様に、「コーポレート・ガバナンス」に関する体制図

や説明文においても、知的財産権（特許・ライセンス・ノウハウ）の戦略的な管理・活用を専門に

担う部署（例：知的財産部、技術法務室など）の存在は、提供されたスニペット（1）からは明示的

に確認できませんでした¹⁰。 

この「（開示上における）不在」は、単なる「ガバナンスの欠如」や「IR開示の怠慢」として表面的な解
釈をすべきではありません。むしろ、これはSHIFTの経営陣が自社の競争優位の源泉（＝IP）をどの
ように認識しているかを示す、極めて重要な「戦略的シグナル」であると推察されます。 

この分析から導かれる可能性は、SHIFTの経営において「知的財産」が、伝統的な「法務（特許権）」
の問題としてではなく、より広範な「経営資源（人的資本、ノウハウ）」の問題として認識・管理されて

いるということです。 

したがって、同社における「IPリスク」とは、競合他社からの「特許侵害訴訟リスク」よりも、M&Aの失
敗（PMI：Post Merger Integration の不調）に伴う「キーパーソンの流出リスク」や、急速な技術革新
に伴う「組織的ノウハウの陳腐化リスク」の方が、はるかに重大であると認識されている可能性があ

ります。 

この仮説が正しければ、SHIFTにおける実質的な「IP管理」は、法務部や特許部といった組織ではな
く、M&Aを主導しPMIを担う「経営企画部」や、1万人の「人的資本」の採用・育成・リテンション（維持）
を担う「人事部」が、その中核的な役割を果たしていると推察されます。この「人材＝IP」という認識こ
そが、同社の全体像を理解する鍵となります。 

当章の参考資料 

1.​ https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100UVHV.pdf 
2.​ https://info.gbiz.go.jp/hojin/patent?hojinBango=8010401073462&Category=1 
3.​ https://ipforce.jp/applicant-43689 
4.​ https://ipforce.jp/applicant-43689 
5.​ https://info.gbiz.go.jp/hojin/patent?hojinBango=8010401073462&Category=1 
6.​ https://www.shiftinc.jp/news/news-1356/ 
7.​ https://www.shiftinc.jp/company/outline/ 
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8.​ https://www.ullet.com/%EF%BC%B3%EF%BC%A8%EF%BC%A9%EF%BC%A6%EF%BC%
B4/EDINET 

9.​ https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100UVHV.pdf 1 

10.​https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100UVHV.pdf 1 

 

詳細分析①：中核技術（CAT）と選択的特許戦略 
 

前章で示した通り、SHIFTは特許出願の「量」を追求する戦略を採っていません。しかし、これは同社
が知的財産の法的保護を軽視していることを意味するのではなく、むしろその逆で、自社の事業の

根幹に関わる中核技術については、極めて「選択的」かつ「戦略的」に特許権（すなわち「質」）を取得

し、強固な参入障壁を構築していることが確認できます。 

このSHIFTの「選択的特許戦略」を象徴する事例が、同社の基幹技術であり、サービスブランドでも
ある「CAT（Computer Aided Test）」に関連する特許です。 

象徴的な基幹特許：特許第5787404号 

SHIFTの知財戦略を分析する上で最も重要な「形式知」が、2015年に登録された特許権です。 

●​ 特許番号: 特許第5787404号¹² 
●​ 発明の名称: コンピュータプログラムのテスト仕様を生成するための装置およびプログラム¹²³ 
●​ 登録日: 2015年8月7日² 
●​ 発行日: 2015年9月30日² 

この特許は、SHIFTがソフトウェアテスト事業における「属人性（暗黙知）」と「スケール（効率）」のジレ
ンマ（第1章参照）をいかにして技術的に克服しようとしたか、その思想的根幹を示すものです。 

特許技術の核心：「暗黙知」の「形式知」化 

この特許の革新的な価値は、登録直後の2015年8月21日に発表されたニュースリリース「ソフトウェ
アテストに関する特許取得のお知らせ」³において、詳細に説明されています。 

リリースによれば、この発明（特許）の目的は、プログラムのバグ検出のためのテスト仕様書作成に

おいて、「ソフトウェアテストの精度を十分に担保しつつ」「テストに要するコストの削減を可能にする

手段の提供」³にあります。これはまさに、前述の「品質（属人性）」と「効率（スケール）」のジレンマそ
のものに対応するものです。 

この目的を達成するための技術的な核心は、「蓄積された検証データから不具合発生確率をスコア

リングする」³という点にあります。 

従来のソフトウェアテストでは、「どの機能を重点的にテストすべきか」「テストのボリューム（工数）を

https://www.ullet.com/%EF%BC%B3%EF%BC%A8%EF%BC%A9%EF%BC%A6%EF%BC%B4/EDINET
https://www.ullet.com/%EF%BC%B3%EF%BC%A8%EF%BC%A9%EF%BC%A6%EF%BC%B4/EDINET
https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100UVHV.pdf
https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100UVHV.pdf


どれくらいに設定すべきか」という判断は、個々のテストマネージャーや熟練エンジニアの「経験」や

「直感」といった「暗黙知」に大きく依存していました。その結果、テストボリュームの調整は「曖昧にな

りがち」³であり、品質が属人化する原因となっていました。 

本特許技術は、SHIFTが社内に蓄積してきた膨大な「検証データ（＝暗黙知の集合体）」を統計的に
分析し、テスト対象の機能やモジュールごとに「不具合発生確率」を客観的な「スコア（＝形式知）」と

して算出します。これにより、担当者のスキルレベルに関わらず、「不具合リスクをもとに判断」³し、テ
ストボリュームの最適化（高リスク箇所へのリソース集中、低リスク箇所の効率化）が可能となりま

す。 

「CAT」特許が持つ二重の戦略的価値 

この特許第5787404号は、単なる「ツール（装置）」の特許に留まらず、SHIFTのビジネスモデル全体
にとって二重の戦略的価値を有していると分析されます。 

●​ 1. 内部的な価値（生産性の飛躍的向上と品質の平準化）:​
この特許技術は、同社が「社内での業務効率化のために生まれたツール」³と説明するように、
まず内部の生産性基盤として開発されました。現在1万人を超える規模¹に達したテストエンジニ
アが、この共通化された「頭脳（＝不具合確率スコアリングエンジン）」を利用することで、個人の

経験値の差を乗り越え、組織全体として最適化されたテスト設計を行うことが可能になります。

これは、サービス品質を高いレベルで「平準化」し、同時に「コスト削減」³を実現する、スケーラ
ビリティの源泉です。 

●​ 2. 外部的な価値（収益化と技術的優位性の証明）:​
SHIFTは、この特許技術を内部利用に留めず、「多くのお客様より製品化のご要望」³に応える
形で、クラウドサービス「CAT（Computer Aided Test）」として外部にも提供しています³⁶。これに
より、この特許技術は（1）ライセンス収益（SaaS収益）を生み出す「収益資産」となると同時に、（
2）「SHIFTは経験と勘ではなく、特許技術（データとアルゴリズム）に基づいて品質保証を行う高
度なテクノロジー企業である」という技術的優位性を示す、強力な「マーケティング資産」としても

機能しています。 

戦略的結論：データ（秘匿）とプロセス（特許）の分離 

SHIFTの「CAT」における特許戦略は、極めて洗練されたものと評価できます。 

同社は、自社の競争力の真の源泉である「蓄積された検証データ（膨大なテストと不具合の履歴）」

そのものを特許として公開（形式知化）しようとはしていません。この「データ（ノウハウ）」こそは、他

社が容易に模倣できない、最大の「トレードシークレット（営業秘密＝暗黙知）」として厳重に秘匿され

ています。 

同社が選択的に特許化（形式知化）したのは、その秘匿された「データ（暗黙知）」を「活用するプロセ

ス（アルゴリズム）」³、すなわち「スコアリングする装置およびプログラム」¹³の部分のみです。 

これは、競合他社が仮にこの特許プロセスを模倣しようとしても、その計算のインプットとなる肝心の

「検証データ（暗黙知）」を持たない限り、SHIFTの「CAT」と同等の価値（＝精度の高い不具合予測）
を生み出すことができないことを意味します。「競争優位の源泉（データ）」は秘匿し、「その活用法（プ



ロセス）」のみを特許化して他社の同一プロセスでの参入を防ぐという、この「データとプロセスの分

離戦略」は、ソフトウェア・データ時代の知的財産戦略として非常に示唆に富むものと言えます。 

当章の参考資料 

1.​ https://ipforce.jp/patent-jp-B9-5787404 
2.​ https://ipforce.jp/patent-jp-B9-5787404 
3.​ https://www.shiftinc.jp/news/news-1356/ 
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5.​ https://www.shiftinc.jp/news/news-1356/ 
6.​ https://www.shiftinc.jp/news/news-1356/ 

 

詳細分析②：M&Aによる「見えないIP」の戦略的獲得 
 

SHIFTの知財戦略の真の核心、そして同社の非連続的な成長¹²を支える最大のエンジンは、前章で
分析した自社開発の特許（形式知）ではなく、積極的なM&A（企業の合併・買収）による「見えないIP
（知的資産）」の戦略的な外部獲得にあります。 

有価証券報告書（2024年8月期）においても、M&Aの目的は「社内で保有していない新たな技術の
獲得や業務提携を伴う株式投資」³を行うことにあると示唆されており、これは同社の知財戦略が「
M&A戦略」と実質的に同義であることを示しています。SHIFTは、自社でゼロからノウハウを蓄積す
る（Build）のではなく、既に特定の分野で高度なノウハウ（IP）を確立している専門家集団を丸ごと買
収する（Buy）戦略を選択しています。 

同社のグループ会社一覧⁴⁵は、SHIFTがM&Aを通じてどのような「見えないIP（ノウハウ、人的資本、
顧客基盤）」を意図的に獲得し、自社の「IPポートフォリオ」を構築してきたかを明確に示しています。
このポートフォリオは、単なるテスト事業の拡大に留まらず、ソフトウェアのライフサイクル全体を網羅

するように設計されています。 

1. ソフトウェア開発IP（上流工程の獲得） 
SHIFTは、中核である品質保証（下流工程）から遡り、開発・設計（上流工程）のIP獲得を積極的に進
めています。 
●​ ALH株式会社: 業務系ITソリューションからWebサービス開発、インフラ設計構築までをワンス

トップで提供するプロフェッショナルエンジニアチーム⁵。 
●​ 株式会社システムアイ: Java・PHP等を用いたサーバーサイドアプリケーション開発、特に金融

系大規模案件の知見（ノウハウIP）を保有⁵。 
●​ 株式会社ホープス: 主要ERPシステムの導入・保守、投資計画の最適化支援など、コンサルティ

ングをベースとしたシステム開発（ノウハウIP）に強み⁵。 
●​ その他: 株式会社DeMiA（優秀な若手エンジニアと育成プログラムIP）、株式会社クレイトソ

リューションズ（ERP領域の開発・保守）、株式会社シムテック（アプリ・Web開発）など、多数の
開発会社を傘下に収めています⁵。​

https://ipforce.jp/patent-jp-B9-5787404
https://ipforce.jp/patent-jp-B9-5787404
https://www.shiftinc.jp/news/news-1356/
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この結果、SHIFTは単なる「テスター集団」から、「SHIFTの品質検証から派生する設計開発や
新たなニーズ」⁵を捉え、開発と品質保証をワンストップで提供できる「フルスタックのノウハウ（IP
）」を獲得しています。 

2. クリエイティブ・UX IP（「感性品質」の獲得） 
現代のソフトウェアの「品質」は、バグの有無（機能品質）だけでなく、「使いやすさ」「心地よさ」といっ

たユーザー体験（UI/UX）やデザイン（感性品質）によっても定義されます。SHIFTは、この非機能的な
「感性IP」の獲得も進めています。 
●​ 株式会社ナディア: Web、アプリのみならず、ブランドコンサル、VR/AR/AIまでを網羅するクリエ

イティブスタジオ⁵。 
●​ 株式会社ｘｂｓ: UI/UX design、インタラクティブコンテンツ制作、バックエンド構築までを手がける

テックスタジオ⁵。​
これにより、SHIFTは「品質」の定義を「バグゼロ」から「ビジネスに貢献する優れたユーザー体
験」へと拡張するためのIPを獲得したと見られます。 

3. データ分析・マーケティングIP（「ビジネス品質」の獲得） 
ソフトウェアの真の品質は、リリース後に「ビジネス成果（売上、顧客満足度）」に貢献して初めて証明

されます。SHIFTは、この「ビジネス品質」を担保するためのIPもM&Aで獲得しています。 
●​ 株式会社分析屋: データ分析のエキスパートエンジニアが在籍し、データ分析に基づくマーケ

ティング戦略策定（ノウハウIP）に強み⁵⁶。 
●​ 株式会社CLUTCH: ネット広告代理店として、広告運用からサイト制作までのノウハウを保有⁵。 
●​ 株式会社クラブネッツ: LINE公式アカウントを活用したSNSマーケティングやポイントシステムに

よるCRM（顧客関係管理）のノウハウIPを保有⁵。​
これにより、SHIFTはテスト（リリース前）からマーケティング・CRM（リリース後）までを一気通貫
で支援し、A/Bテストの最適化支援など、データドリブンな品質保証サービスを提供する基盤を
整えています。 

4. 戦略コンサルティングIP（最上流チャネルの獲得） 
顧客のビジネスに最も深く関与するため、最上流工程である「IT戦略策定」のIPを獲得しています。 
●​ 株式会社メソドロジック: 大手企業のIT戦略策定、業務システムの企画、プロジェクトマネジメン

ト（PM）を担うITコンサルタント集団⁵。 
●​ 株式会社 ADX Consulting: ERP・EPM・CRM領域におけるIT基盤構築・活用を支援するコンサ

ルティングカンパニー⁵。​
この「最上流IP」の獲得は、顧客企業の経営層やIT戦略部門との接点を生み出し、そこから自
社グループ（上記①〜③）の多様なサービス（デザイン、開発、テスト、マーケティング）を包括的

に提供（クロスセル）するための、極めて強力な「販売チャネルIP」として機能していると推察され
ます。 

5. 特殊ドメインIP（高参入障壁の獲得） 
さらに、極めて参入障壁が高い特定領域のIPも獲得し、競合他社に対する絶対的な差別化要因を構
築しています。 
●​ 株式会社 Japan Aerospace & Defense Consulting (JADC): 防衛業界に特化し、国の安

全保障や防衛力向上を目指すコンサルティング会社。RMF（リスク管理フレームワーク）等のセ
キュリティコンサルティング、大規模システム構築の工程管理など、特殊なドメイン知識（IP）を



保有⁵。 

財務諸表上の「見えないIP」の価値 
これらのM&A戦略の結果は、同社の財務諸表にも反映されています。2024年8月期の連結貸借対
照表において、総資産49,398百万円¹に対し、純資産は26,777百万円¹となっています。この差額の
多くは、M&Aによって生じた「のれん」および「無形資産」によって構成されていると推察されます。 
（ただし、提供されたスニペット1の分析では、企業買収（PPA：取得原価配分）に伴い、「のれん」以外
にどのような無形資産（技術、ブランド、顧客基盤など）が個別に評価・計上されたかの詳細を抽出

することはできませんでした⁷。） 
この財務諸表上の「のれん」や「無形資産」こそが、上記で分析したM&Aによる「見えないIP」ポート
フォリオの金銭的価値を間接的に示していると考えられます。 
戦略的結論 
SHIFTの知財戦略は、特許という「形式知」を自社で発明する（Build）アプローチではなく、「最強のノ
ウハウ（暗黙知）と専門家集団（人的資本）」を市場から丸ごと買収する（Buy）という、極めて資本効
率的かつ迅速なアプローチです。 
同社は、「テスト」という中核事業をアンカー（基点）としながら、M&Aを通じてソフトウェアのライフサイ
クル全体（戦略→デザイン→開発→テスト→マーケティング→保守）の「IP（ノウハウと人材）」を傘下
に集める「プラットフォーマー」戦略を推進していると結論付けられます。 

当章の参考資料 

1.​ https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100UVHV.pdf 
2.​ https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100SDFR.pdf 
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6.​ https://info.gbiz.go.jp/hojin/patent?hojinBango=3021001046135&Category=1 
7.​ https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100UVHV.pdf 1 

 

詳細分析③：AIとR&Dに見る将来のIP戦略 
 

第4章で分析したM&Aによる「人的資本（暗黙知）」の集積モデルは、SHIFTに急速な売上と人員の
成長¹をもたらしました。しかし、このモデルは本質的な二つの課題を抱えています。第一に、成長が
「人の数」に比例するため、非線形な（指数関数的な）スケーラビリティには限界があること。第二に、

コスト構造も「人の数」に比例して増大（人件費の増加）することです。 

この「人的資本モデル」の限界を突破し、非線形な成長を実現するための次なる一手、それが「AI
（人工知能）」の活用であり、同社の近年のR&D（研究開発）活動は、この「AI-IP」の構築に明確に焦
点を当てています。これは、同社のIP戦略が「暗黙知（個人の経験）」＝第1形態、「組織的ノウハウ（
M&AとCAT）」＝第2形態 を経て、新たな「AI-IP（自律進化するモデル）」＝第3形態 へと進化しようと

https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100UVHV.pdf
https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100SDFR.pdf
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していることを示しています。 

R&D活動の具体化（1）：Araya社との共同R&D 

この戦略的移行を象徴する具体的な動きが、2024年8月7日に発表された、AIおよびニューロサイエ
ンスの先端技術を持つ株式会社アラヤ（Araya）との共同R&Dの開始です²。 

●​ 目的: 「企業の生産性向上・ビジネス革新」を目指す²。 
●​ 両社の役割: 

○​ SHIFTの提供価値（IP）: 「多様な業界に対する営業力」「数多の実績から得たプロジェクト
推進のノウハウ」「高品質なプロダクトを生み出す開発力」²。 

○​ Arayaの提供価値（IP）: AIおよびニューロテクノロジーの先端技術²。 

この提携は、SHIFTがM&A（第4章）を通じて集積した「現場のノウハウ（＝膨大な暗黙知データ）」と、
Arayaが持つ「AIアルゴリズム（＝形式知化エンジン）」の戦略的な融合を意味します。 

これは、第3章で分析した2015年の「CAT」特許（特許第5787404号）³⁴の思想的延長線上にありま
す。「CAT」が、蓄積データを「統計的スコアリング（形式知）」に転換するエンジンであったとすれば、
今回のArayaとの提携は、そのエンジンを現代の「AI・ニューロサイエンス」技術で根本的にアップ
デートし、より高度な「AI-IP」を構築しようとする試みであると推察されます。 

R&D活動の具体化（2）：「SHIFT EVOLVE」に見るR&D思想 

SHIFTのR&D戦略の方向性は、同社が主催する技術コミュニティイベント「SHIFT EVOLVE」⁵⁶の内容
からも読み取ることができます。特に、2025年5月7日に公開されたイベントレポート⁷（「AIで世界に挑
む技術者の旅路」）は、同社のAI戦略の根底にある思想を強く示唆しています。 

このイベントでは、日本を代表するAI企業である株式会社Preferred Networks（PFN）の代表取締役 
岡野原大輔氏と、SHIFTの技術顧問である川口耕介氏（著名なCIツール「Jenkins」の開発者）による
ディスカッションが行われました⁸。 

レポートで紹介されている岡野原氏（PFN）のR&Dに関する思想は、SHIFTの戦略を読み解く上で重
要です⁸。 

1.​ ビジネス直結のR&D: 「ビジネスへ繋がる具体的なイメージがないと研究はしない」⁸。 
2.​ R&Dのポートフォリオ管理: 「幅広いテクノロジーに投資してビジネスにする」という「テクノロ

ジーのファンドビジネス」⁸という考え方。 
3.​ 長期・普遍的なものへの投資: 「10年後、20年後の普遍なものを見据えて投資する」⁸スタンス

（例：AIの計算力と電力がボトルネックになると予測し、半導体へ投資）。 

SHIFTが、自社の技術顧問（川口氏）⁸をモデレーターとしてこのディスカッションを主催⁶⁷したという事
実は、SHIFTの経営陣および技術部門が、PFNの持つ「ビジネス直結型」かつ「長期的・本質的な
R&D」の思想に強く共鳴していることを示していると考えられます。 

この思想をSHIFTの事業に当てはめた場合、以下のような推察が成り立ちます。 

●​ Chain-of-Thought（推論の連鎖）: 



1.​ PFNが「ビジネス直結の研究」⁸を行うように、SHIFTのR&Dも自社のコアビジネス（品質保
証）に直結しているはずです。 

2.​ PFNが「10年後、20年後の普遍なもの（例：電力、半導体）」⁸に投資するように、SHIFTに
とっての「普遍なもの」とは、ソフトウェア開発が続く限り永遠に必要とされる「品質保証」そ

のものです。 
3.​ そして、SHIFTが他社に先駆けて投資できる、最大の「独自資産」とは何か。それは、第4章

で分析したM&A（2）を通じて集積した、1万人を超える専門家集団（1）が日々生み出し続け

ている「膨大なテスト実行データと不具合発生データ」です。これこそが、第3章の「CAT」特
許（4）の核であった「蓄積された検証データ」³の、2025年現在の姿です。 

戦略的結論：IPの「第3形態」への進化 

これらの分析から導かれる結論として、SHIFTの将来のAI-IP戦略は、この「1万人規模の独自データ
（暗黙知）」を、Araya社（6）やPFN（7）に象徴される「先端AI技術（形式知化エンジン）」と組み合わせ
ることにあると強く推察されます。 

この「（他社は保有していない）膨大な独自データ」を学習させたAIモデルこそが、競合他社が（デー
タを持たないために）決して模倣できない、SHIFT独自の「AIテストエンジン」＝「AI-IP」となります。 

SHIFTのIP戦略は、第1形態「暗黙知（個人のノウハウ）」から、第2形態「形式知（CATツールとM&Aに
よる組織ノウハウ）」³⁵へと進化しました。そして現在、同社は、その組織ノウハウ（＝1万人のデータ）
をAIに学習させることで、「自律的に進化するIP（AIモデル）」という第3形態へのトランスフォーメー
ションを、R&Dの中核戦略として推進していると考えられます。 

当章の参考資料 

1.​ https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100UVHV.pdf 
2.​ https://www.shiftinc.jp/news/shift-and-araya-collaborate_started-rd-for-business-innova

tion/ 
3.​ https://www.shiftinc.jp/news/news-1356/ 
4.​ https://ipforce.jp/patent-jp-B9-5787404 
5.​ https://techplay.jp/community/shiftinc/blog 
6.​ https://note.shiftinc.jp/n/nc8bbd2ef34e3 
7.​ https://note.shiftinc.jp/n/nc8bbd2ef34e3 
8.​ https://note.shiftinc.jp/n/nc8bbd2ef34e3 

 

競合比較：デジタルハーツHDとの知財戦略の対比 
 

SHIFTの知財戦略（「暗黙知」をM&Aで獲得し、「AI-IP」へ転換する）の特異性をより深く理解するた
めには、ソフトウェアテスト・QA市場における主要な競合企業である、株式会社デジタルハーツホー
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ルディングス（以下、DHH）の戦略との比較分析が不可欠です。 

DHHの「知的財産」の明確な定義 

DHHは、そのサステナビリティ開示（人的資本、知的財産権）の公式Webページにおいて、自社グ
ループが認識する「知的財産」とは何かを、投資家やステークホルダーに対し明確に定義・開示して

います¹²。 

DHHが定義する「知的財産」には、以下のような「見えない資産」が含まれています²。 

1.​ ノウハウと顧客基盤: 祖業であるデバッグサービスにおいて、20年以上にわたり蓄積してきた
「ノウハウ」や「強固な顧客基盤」。 

2.​ 専門家とのリレーション: QAソリューションにおける「グローバルで活躍するソフトウェアテストの
エキスパートとの強固なリレーション」。 

3.​ 標準化されたプロセス: 「ソフトウェアテストの世界標準規格に準拠したテストプロセス」。 
4.​ 研究開発機関: 産学連携による先端技術研究機関「AGEST Testing Lab.」。 

さらにDHHは、「これらの知的財産に継続投資」をすることで、「サービス品質や技術力の向上」を図
り、企業価値の向上を目指す、と明言しています²。また、オウンドメディア“Sqripts”を通じた情報発
信により「国内のエンジニア、IT人材全体の底上げ」に努め、IT人材不足という「社会的課題の解決」
に貢献する²とも述べています。 

「IP開示言語」の戦略的相違 

このDHHの開示アプローチとSHIFTのアプローチを比較すると、両社の戦略的な「開示言語」の違い
が鮮明になります。 

●​ Chain-of-Thought（推論の連鎖）: 
1.​ 共通点: SHIFT（第4章参照³）もDHH²も、「ノウハウ」「専門家（人材）」「顧客基盤」といった

「暗黙知（見えない資産）」を競争力の源泉としている点では、本質的に共通しています。 
2.​ 相違点（開示言語）: 両者の最大の違いは、その「見えない資産」を投資家に向けてどのよ

うに「翻訳」し、開示しているか、という点にあります。 
3.​ DHHのアプローチ: DHHは、ESG（環境・社会・ガバナンス）投資やサステナビリティ報告の

文脈が主流となる現代において、「ノウハウ」や「リレーション」を、投資家が価値評価しや

すい「知的財産」という用語で積極的に「翻訳」し、それへの「継続投資」²を約束していま
す。これは「ESG・IRドリブン」な開示戦略と言えます。 

4.​ SHIFTのアプローチ: 一方、SHIFTは、有価証券報告書（2024年8月期）¹や公式Webサイト³
の（スニペットで確認できる）範囲内では、これらの資産を「知的財産」とは（DHHほど積極
的には）呼んでいません。その代わり、M&Aによる「事業ポートフォリオの拡充」³や、それに
よって生み出される「財務諸表上の圧倒的な数値（売上高、従業員数の成長）」¹⁴によって、
その価値をより直接的に証明しようとしています。これは「M&A・ファイナンスドリブン」な開
示戦略と推察されます。 

戦略比較表：SHIFT vs デジタルハーツHD 

以下の比較表は、両社の知的財産（見えない資産）に対するアプローチの違いを、本レポートの分析



に基づきまとめたものです。（注意: 本表は、提供されたスニペットおよび本レポートの分析に基づく
推察を含みます。） 

比較項目 株式会社SHIFT 株式会社デジタルハーツ

ホールディングス（DHH） 

IPの主軸 暗黙知（M&Aによる集積） 
 
・1万人超の「人的資本」¹ 
 
・多数のグループ会社が持つ

多様な専門ノウハウ³（開発、
UX、データ、防衛等） 

暗黙知（内部蓄積と連携） 
 
・20年以上のデバッグ「ノウ
ハウ」² 
 
・「エキスパートとのリレーショ

ン」² 
 
・「強固な顧客基盤」² 

中核となる形式知 CAT（Computer Aided 
Test） 
 
・暗黙知をスコアリングする

基幹特許（第5787404号）⁵⁶ 

AGEST Testing Lab. 
 
・産学連携による先端技術研

究機関² 

IPの獲得手法 **M&A（外部からの獲得）**
が中心 
 
・グループ会社化によるノウ

ハウの急速な集積・ポート

フォリオ化³ 

内部蓄積および産学連携が

中心 
 
・祖業からのノウハウ蓄積

と、産学連携による先端技術

研究² 

IPの開示言語 財務・M&A言語 
 
・IR資料（有報）では「事業
ポートフォリオ」³や「売上・人
員の成長」¹として表現。 
 
・「知的財産」としての明示的

な言及やリスク開示は（スニ

ペット上）限定的⁷⁸。 

ESG・サステナビリティ言語 
 
・サステナビリティレポートで

「ノウハウ」「リレーション」を

明確に「知的財産」と定義し、

「継続投資」を明言²。 

R&Dアプローチ 外部連携・事業化重視 
 
・Araya社との共同R&D⁹ 

アカデミック連携・基盤研究

重視 
 



 
・PFN岡野原氏の「ビジネス
直結」思想への共鳴¹⁰（第5章
参照） 

・「AGEST Testing Lab.」によ
る産学連携² 
 
・オウンドメディアによる業界

全体の底上げ² 

戦略的結論 
SHIFTとDHHは、奇しくも同じ「暗黙知（ノウハウ）」を競争力の源泉としながらも、その価値の「見せ方
（開示戦略）」と「集め方（獲得戦略）」において、対照的なアプローチを採っています。 
DHHが、「知的財産」としてESGの文脈で「見せる化」し、アカデミックな連携（AGEST Lab.）²を通じて
その価値を高めようとする「優等生」的な戦略を採るのに対し、SHIFTは、「見えないIP」をM&A³で貪
欲に獲得・集積し、その成果を「財務数値（売上成長）」¹⁴という最も分かりやすい形で市場に示すと
いう、より直接的かつアグレッシブな「実践主義」の戦略を採っていると分析されます。 

当章の参考資料 

1.​ https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100UVHV.pdf 
2.​ https://www.digitalhearts-hd.com/sustainability/hi/ 
3.​ https://www.shiftinc.jp/company/outline/ 
4.​ https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100SDFR.pdf 
5.​ https://www.shiftinc.jp/news/news-1356/ 
6.​ https://ipforce.jp/patent-jp-B9-5787404 
7.​ https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100UVHV.pdf 1 

8.​ https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100UVHV.pdf 1 

9.​ https://www.shiftinc.jp/news/shift-and-araya-collaborate_started-rd-for-business-innova
tion/ 

10.​https://note.shiftinc.jp/n/nc8bbd2ef34e3 

 

リスク・課題：M&A依存モデルの潜在的脆弱性 
 

第4章で分析したM&Aによる「見えないIP（人的資本とノウハウ）」の集積戦略は、SHIFTの急速な成
長¹を実現する強力なエンジンであると同時に、そのビジネスモデルに固有の重大なリスクと潜在的
脆弱性を内包しています。これらのリスクは、伝統的な特許ポートフォリオが直面するリスク（例：特

許の無効化、ライセンス切れ）とは根本的に性質が異なります。 

短期的リスク：IPの流出（M&A後の人材離反） 

SHIFTのIPの核心が「人（技術者、コンサルタント、デザイナー）」³である以上、最大かつ最も差し迫っ

https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100UVHV.pdf
https://www.digitalhearts-hd.com/sustainability/hi/
https://www.shiftinc.jp/company/outline/
https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100SDFR.pdf
https://www.shiftinc.jp/news/news-1356/
https://ipforce.jp/patent-jp-B9-5787404
https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100UVHV.pdf
https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100UVHV.pdf
https://www.shiftinc.jp/news/shift-and-araya-collaborate_started-rd-for-business-innovation/
https://www.shiftinc.jp/news/shift-and-araya-collaborate_started-rd-for-business-innovation/
https://note.shiftinc.jp/n/nc8bbd2ef34e3


たリスクは「M&A後の人材流出」です。 

SHIFTは、ALHのような開発会社³から、ナディアのようなクリエイティブスタジオ³、さらにはJADCのよ
うな防衛専門コンサルティング会社³まで、極めて多様な企業文化を持つ専門家集団を買収していま
す。これらの被買収企業の「IP（中核人材）」が、SHIFT本体の文化（PMI：Post Merger Integration 
のプロセス）と摩擦を起こした場合、あるいは自らの専門性が希釈されると感じた場合、キーパーソ

ンが競合他社に離反するリスクは常に存在します。 

この「人的資本（IP）」の流出リスクは、法的に権利が保護される「特許権」とは異なり、リテンション
（維持）のためのマネジメントが極めて困難であり、一度流出すればそのIP（ノウハウ）を回復すること
はほぼ不可能です。 

中期的リスク：IPの模倣と陳腐化 

●​ 模倣リスク: SHIFTのノウハウの大半は、特許（形式知）ではなく、テストプロセスや管理手法と
いった「実行ノウハウ（暗 hommage知）」にあります。中核技術である「CAT」⁴は特許で保護さ
れていますが、それ以外の多くのM&Aで獲得したノウハウ（例：コンサルティング手法、UXデザ
インプロセス³）は、競合他社がSHIFTのサービスや人材を研究し、類似のサービスを開発・提供
すること（リバースエンジニアリング）が、特許侵害と比べて容易である可能性があります。 

●​ 陳腐化リスク: ソフトウェア開発技術（例：クラウドネイティブ、マイクロサービス、AI、ローコード/
ノーコード開発）は、数年単位でパラダイムシフトが起きるほど急速に進化しています。M&Aで
獲得した特定の技術ノウハウ（例：特定のERP導入ノウハウ³や、従来のウォーターフォール型
開発のテスト手法）が、市場の変化によって急速に時代遅れになる「陳腐化」のリスクは避けら

れません。1万人規模¹に膨れ上がった組織全体のノウハウを、常に最新の技術トレンドに合わ
せてアップデートし続けることは、莫大な教育・再投資コストを伴う、重大な経営課題です。 

Insight: 「IPリスク開示の不在」が内包するリスク 

第2章および第6章で分析した通り、SHIFTの有価証券報告書（のスニペット）において、「事業等のリ
スク」項目における知的財産権（侵害・被侵害）に関する詳細な言及が確認できませんでした⁵。しか
し、上述の通り「人材流出」や「ノウハウの陳腐化」は、同社の「人的資本」中心のビジネスモデルに

とって、財務的にも事業的にも本質的なリスクです。 

この「開示（スニペット上）の不在」と「実態として存在するリスク」との間のギャップは、それ自体がリ

スクとなる可能性があります。投資家やステークホルダーが、同社の真のリスク（＝特許侵害リスク

ではなく、人的資本リスク）を適切に評価・認識することを困難にし、不測の事態（例：大規模な人材

流出の発生）が起きた際の市場の反応を過度なものにする可能性があります。 

この点は、競合DHHがサステナビリティ開示において「ノウハウ」や「リレーション」を「知的財産」と明
示的に定義し、それらへの「継続投資」⁶を約束することで、これらの「見えない資産」の重要性と、そ
れを維持・発展させる意志を（間接的にリスク管理の姿勢として）開示しているのとは対照的です。 

長期的リスク：AIによる破壊的イノベーション 

SHIFTの現在のビジネスモデル（1万人規模のテスター¹が、人間の知見を基に品質を保証する）に



とって、最大かつ最も根本的な脅威は、「AI自身が高品質なコードを生成し、AI自身が自己テストす
る」という、将来起こりうる技術的特異点（シンギュラリティ）です。 

Generative AI（生成AI）が進化し、ソフトウェア開発・テスト工程の大部分を自動化した場合、SHIFT
の最大のIPである「人的資本」ベースのノウハウ（＝テスターの経験知）は、その価値の大部分を失
う「破壊的イノベーション」のリスクに直面します。 

この長期的かつ存在的なリスクを、SHIFTの経営陣は強く認識していると推察されます。それゆえ
に、第5章で分析したAraya社とのAIに関する共同R&D⁷や、PFNの思想⁸への共鳴に見られる「AI-IP」
の構築は、単なる「次の成長戦略（R&D）」であるだけでなく、自社の既存ビジネスモデルを（必要で
あれば）自ら破壊してでも、AI時代に生き残るための「防衛戦略」として、最優先で推進されていると
考えられます。 

当章の参考資料 

1.​ https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100UVHV.pdf 
2.​ https://www.shiftinc.jp/company/outline/ 
3.​ https://www.shiftinc.jp/company/outline/ 
4.​ https://www.shiftinc.jp/news/news-1356/ 
5.​ https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100UVHV.pdf 1 

6.​ https://www.digitalhearts-hd.com/sustainability/hi/ 
7.​ https://www.shiftinc.jp/news/shift-and-araya-collaborate_started-rd-for-business-innova

tion/ 
8.​ https://note.shiftinc.jp/n/nc8bbd2ef34e3 

 

今後の展望：市場・技術動向との接続 
 

SHIFTの知財戦略（「人的資本IP」から「AI-IP」へ）の今後の展望は、ソフトウェア産業全体を覆う不可
逆的なメガトレンドと密接に接続しています。その成否は、同社がこれらのトレンドをいかに的確に捉

え、自社のIPポートフォリオを適応・進化させられるかにかかっています。 

メガトレンド：AIによるソフトウェア開発の変革 

今後のソフトウェア市場は、「AIがコードを書き、AIがテストする」というパラダイムシフトが不可避であ
ると見られています¹。Gartnerなどの主要な調査機関も、AIがインフラ、アプリケーション、そしてセ
キュリティ（防衛）のすべてを根本的に変革する技術トレンドであると指摘しています¹。 

このトレンドにおいて、SHIFTが中核とする「テスト・QA」の役割も根本的に変化します。従来は「人間
が仕様書を読み、テストケースを作成し、バグを見つける」ことが中心でした。しかし今後は、「AIが生
成したコード」や「AIが生成したテストケース」が、ビジネス要件や倫理的要件に対して妥当であるか
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を「人間（専門家）が『監査』する」ことへと、その重心が移行していく可能性があります。 

SHIFTの戦略的ポジション：ハイブリッド型IPの構築 

このメガトレンドに対し、SHIFTは「AIによる既存ビジネスの破壊（リスク）」と「AIによる品質保証の革
新（チャンス）」の双方に同時に直面しています（第7章参照）。 

同社の今後の展望は、第5章で論じた「第3形態のIP」の構築、すなわち「人的IP（1万人の暗
omethane知）」と「AI-IP（自律進化するモデル）」を融合させた、独自の「ハイブリッド型IP」の成否に
かかっています。 

展望①：「AI-IP」によるスケーラブルな基盤の構築 

まず、同社のR&D（第5章参照）は、コモディティ化が進むテスト領域の自動化・効率化を担う「AI-IP」
の構築を最優先で推進すると予測されます。 

●​ Araya社との共同R&D²や、PFNの技術思想³（7）などを活用し、2015年の「CAT」特許⁴（不具合確
率スコアリング）の思想をAIで発展させた、次世代の「AIテストエンジン」を開発することが急務と
なります。 

●​ この「AI-IP」が、従来のテスト（例：リグレッションテスト、単純な機能テスト）の大半を自動化し、1
万人のテスター（人的資本）⁵を単純作業から解放し、組織全体の生産性を飛躍的に向上させる
「スケーラブルな基盤」となると予測されます。 

展望②：「人的IP」の高付加価値化へのシフト 

「AI-IP」がテストの「基盤（スケール）」を担う一方で、SHIFTがM&Aを通じて集積した1万人超の「人的
資本」⁵の役割は、より高度な領域へとシフトします。彼らの「暗黙知」は、AIには（まだ）対応できな
い、以下の高付加価値領域に集中すると見られます。 

1.​ AIの「教師」:​
AIテストエンジンの精度は、学習データの「質」と「量」に依存します。SHIFTの1万人の専門家
は、このAIを訓練するための高品質な「教師データ（＝現実の複雑なプロジェクトで発見された
不具合事例や、高度なテスト設計ノウハウ）」を生成し続ける、最も重要な資産となります。 

2.​ AIの「監査役」（ドメイン専門家）:​
AIが自動生成したテストが、ビジネスロジックや特定のドメイン（例：金融、医療、あるいはJADC
が持つ「防衛」⁶といった極めて専門的な領域）の複雑な要件や規制を本当に満たしているかを
「監査」し、最終的な品質に責任を持つ、高度な専門家集団としての役割が重要になります。 

3.​ 「感性・UX」の担い手（クリエイティブ専門家）:​
AIが評価困難な「UI/UXの質」「デザインの妥当性」「クリエイティブの魅力」といった「感性品質」
の領域です。ナディアやｘｂｓといったM&Aで獲得したクリエイティブIP⁶が、この領域の品質を担
保する専門家として機能します。 

未来のIP戦略：AIと人間の「共進化」ループ 

●​ Chain-of-Thought（推論の連鎖）: 
1.​ SHIFTの未来の競争優位は、「AI-IP」だけでも、「人的IP」だけでもありません。 



2.​ その真の強みは、「1万人の専門家（人的IP）が、自社開発のAI（AI-IP）を使いこなし、高度
な品質保証（監査、UX評価）を実行し」 

3.​ 「その実行プロセスで得られた『AI時代の新たなノウハウ（データ）』が、」 
4.​ 「即座にAI-IPにフィードバックされ、AI-IPをさらに賢く訓練し、」 
5.​ 「その結果、人的IPはさらに高度な、創造的な業務へとシフトしていく」​

…という、「AIと人間の共進化（Co-evolution）」のフィードバックループを、組織全体で高速
に回転させられる点にあります。 

この「共進化ループ」こそが、M&Aで獲得した多様なドメイン⁶（開発、UX、データ、防衛）において構
築・運用されるとき、競合他社が容易に模倣不可能な、SHIFTの次世代の知的財産となると推察され
ます。 

当章の参考資料 

1.​ https://plus-web3.com/media/latestnews_1000_6012/ 
2.​ https://www.shiftinc.jp/news/shift-and-araya-collaborate_started-rd-for-business-innova

tion/ 
3.​ https://note.shiftinc.jp/n/nc8bbd2ef34e3 
4.​ https://www.shiftinc.jp/news/news-1356/ 
5.​ https://disclosure2dl.edinet-fsa.go.jp/searchdocument/pdf/S100UVHV.pdf 
6.​ https://www.shiftinc.jp/company/outline/ 

 

戦略的示唆：経営・研究開発・事業化への提言 
 

本レポートの分析に基づき、株式会社SHIFTが「見えないIP（暗黙知）」を中核とする独自の知財戦略
をさらに発展させ、AI時代における持続的な競争優位を確立するために、経営、研究開発（R&D）、
事業化（ブランド）の3つの観点から、以下の戦略的示唆を提言します。 

① 経営への示唆：「見えないIP」の可視化とガバナンス強化 

●​ 現状の課題: SHIFTの最大のIPは、M&A（企業の合併・買収）を通じて獲得した1万人規模の「人
的資本」と、彼らが持つ「ノウハウ（暗黙知）」¹です。しかし、これらの「見えないIP」は、財務諸表
上では「のれん」や「人件費」としてしか認識されにくく、その真の企業価値が投資家やステーク

ホルダーに十分に伝わりにくいという課題があります（第6章参照）。また、その管理が「人的資
本リスク（流出、陳腐化）」として明確に定義・開示されていない（第7章のリスク分析、1に基づく

推察⁵）場合、適切なリスクガバナンスが困難になる可能性があります。 
●​ 戦略的提言: 競合のデジタルハーツHD（DHH）が、「ノウハウ」や「リレーション」を「知的財産」と

してESG（環境・社会・ガバナンス）の文脈で明示的に定義・開示しているアプローチ²を参考に、
SHIFTも自社の「見えないIP」の価値を積極的に「可視化」し、IR（投資家向け広報）およびESG
情報として戦略的に開示することを推奨します。 

●​ 具体的なアクション候補: 
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1.​ IPMS（知的財産管理システム）の導入: M&Aで獲得したノウハウ、技術、特許（CAT⁴等）、
ブランド、そして最も重要な「人的資本（専門家のスキルセット）」を、「IP」として一元的に管
理・評価する内部システム（IP Management System）を構築する。 

2.​ 統合報告書での開示強化: 「統合報告書」⁷などの開示資料において、「人的資本」や「知的
資本」のセクションを設け、M&Aで獲得した多様なIP（ノウハウ）¹が、中核技術（CAT⁴）やAI
戦略（Araya提携⁸）とどのように結合し、顧客価値と企業価値（売上成長）を創造しているか
の「ナラティブ（物語）」を具体的に開示する。 

3.​ リスク開示の再定義: 有価証券報告書の「事業等のリスク」項目⁵において、「人材の流出」
や「ノウハウの陳腐化」を、単なるオペレーションリスクではなく、同社の根幹に関わる「知

的財産（人的資本）に関するリスク」として明示的に定義し、その管理体制（例：PMIの強
化、リテンションプログラム、継続的教育投資）を開示する。 

② 研究開発（R&D）への示唆：グループ横断の「データIP」統合 

●​ 現状の課題: SHIFTはM&A（第4章）¹により、開発（ALH）、UX（ナディア）、データ分析（分析屋）、
防衛（JADC）など、多種多様なドメインの「データ（ノウハウ）」を保有しています。しかし、これら
の貴重な「データIP」が、各グループ会社に分散・サイロ化しており、全社的なR&D（特にAI開
発）に十分に活用されていない可能性があります。 

●​ 戦略的提言: 将来の「AI-IP」（第5章、第8章）の競争力は、学習データの「量」と「質」、そして「多
様性」によって決定されます。グループ全体の「データIP」を統合し、AI開発に集中的に投入する
技術的・組織的基盤の構築が急務です。 

●​ 具体的なアクション候補: 
1.​ グループデータレイクの構築: 全グループ会社¹が持つ独自のプロジェクトデータ、テスト/不

具合データ、設計データ等を（顧客の機密性に最大限配慮した形で）匿名化・構造化し、統

合する「グループ・データプラットフォーム（データレイク）」を構築する。 
2.​ R&D機能の集中と連携: Araya社との共同R&D⁸や、PFNの思想⁹を取り入れたAI開発を、こ

の統合データプラットフォームを基盤として実行する。また、既存の「CAT」⁴開発チームとAI
のR&Dチームを密接に連携させ、CATを単なるテスト管理ツールから、「AI学習・実行基盤」
へと進化させる。 

③ 事業化（ブランド）への示唆：IPポートフォリオの再編とシナジー最大化 

●​ 現状の課題: M&Aの結果、SHIFTグループは50件の商標⁶（gBizINFOベース）と、数十の「グ
ループ会社ブランド」¹（ナディア、ALH、分析屋など）が並立する、複雑なブランド・ポートフォリオ
を有しています。これにより、顧客からはSHIFTグループ全体としてどのような「IP（価値）」がワ
ンストップで提供されるのかが分かりにくい状態（＝ブランドのサイロ化）である可能性が懸念さ

れます。 
●​ 戦略的提言: M&Aで獲得した多様な「IP（ノウハウ）」間のシナジー（クロスセル、アップセル）を

最大化するため、顧客視点に立った「ブランドIP」の再編が求められます。 
●​ 具体的なアクション候補: 

1.​ ブランドアーキテクチャの確立: 「SHIFT」をマスターブランドとして確立し、各グループ会社
の専門性（IP）を「SHIFT Design（例：ナディア）」「SHIFT Data（例：分析屋）」「SHIFT 
Security（例：JADC）」「SHIFT Development（例：ALH）」のように再編・整理する「ブランドIP
戦略」を検討する。 



2.​ クロスセル体制の強化（IPのパッケージ化）: 再編されたブランドIPに基づき、顧客の単一
の課題（例：「新規サービスのローンチ」）に対し、グループ横断で「戦略コンサル（メソドロ

ジック）＋デザイン（ナディア）＋開発（ALH）＋テスト（SHIFT本体）」をワンパッケージのソ
リューションとして提供できる、営業・デリバリー体制を確立する。 
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総括 
 

本レポートは、株式会社SHIFTの「知的財産戦略」について、公開されている一次情報に基づき、そ
の特性、構造、および将来の方向性を網羅的に分析しました。 

分析の結果、SHIFTの知財戦略は、特許ポートフォリオの構築（形式知）を主軸とする伝統的な製造
業型のそれとは対極にある、極めてユニークなアプローチを採用していることが明らかになりました。 

同社の戦略の核心は、「形式知（特許）」ではなく、「暗黙知（ノウハウ）」、すなわち1万人を超える規
模に達した「人的資本」¹の集積にあります。この「見えないIP」は、主に積極的なM&A（企業の合併・
買収）戦略（第4章）²を通じて外部から獲得されます。同社はテスト事業を中核としながら、開発、デ
ザイン、データ分析、さらには防衛コンサルティングといったソフトウェアのバリューチェーン全体の

「専門家集団（IP）」を傘下に収めることで、強大な「ノウハウ・プラットフォーム」を構築しています。 

保有特許は限定的³ですが、2015年に取得した基幹特許（CAT）⁴⁵は、この戦略を象徴しています。こ
れは、「蓄積されたデータ（暗 hommage知）」から「不具合確率（形式知）」を導き出すエンジンであ
り、属人的なノウハウをスケーラブルなサービスに変える「変換装置」として、同社の急成長を技術的

に支えてきました。 

しかし、このM&Aと人的資本に依存するモデルは、「人材流出」や「ノウハウの陳腐化」、そして「AIに
よる破壊的イノベーション」（第7章）という本質的なリスクを抱えています。 

本レポートが示す最重要の論点は、SHIFTが今、これらのリスクを克服し、次の成長フェーズへ移行
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するための戦略的転換点に立っているという事実です。株式会社アラヤとの共同R&D⁶や、
Preferred Networks社との交流⁷（第5章）に象徴されるAI戦略は、M&Aで集積した1万人の「暗黙知
（膨大なテストデータ）」を、次世代の「AI-IP（AIモデル）」へと昇華させる試みです。 

本分析に基づく意思決定者への含意は明確です。SHIFTの経営（第9章）は、この「見えないIP」の価
値を投資家へ適切に「可視化」し、ガバナンス体制を強化することが求められます。研究開発（R&D）
は、グループに分散した「データIP」を統合し、AI開発を加速する必要があります。そして事業部門
は、複雑化した「ブランドIP」を再編し、M&Aで獲得したIP間のシナジーを最大化する必要がありま
す。 

SHIFTの知財戦略は、「M&Aによる暗黙知の集積」という第2形態から、「AIと人間の共進化ループ（
AI-IP）」という第3形態へと進化する、重大な局面にあります。この変革の成否が、同社の未来の企
業価値を決定づけると結論付けられます。 
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